
 
 

財務諸表に対する注記 

 

(1) 継続事業の前提に関する注記 

   継続事業の前提に重要な疑義を抱かせるような事象等は存在しない。 

 

(2) 重要な会計方針  

ア 会計基準について 

公益法人会計基準（平成 20 年 4 月 11 日 内閣府公益認定等委員会）により 

作成している。 

イ 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券 … 個別法による取得原価基準を採用している。 

なお、債券の取得価額と債券金額の差異については、重要性が乏しいため、償 

却原価法は適用していない。 

ウ 固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法によっている。 

  リース資産・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

いる。 

エ 引当金の計上基準 

退職給付引当金 … 職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債 

務に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上している。 

オ 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

カ リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンスリース取引のうち、リース契約 1 件あたりのリース料

総額が 300 万円以下のリース取引については、通常の賃貸借処理に係る方法に準

じた会計処理を適用している。 



 
 

(3) 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

  （単位：円） 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

基本財産特定預金 

基本財産投資有価証券 

小計 

特定資産 

退職給付引当資産 

小計 

合計 

20,000,000

280,000,000

0

0

 

0 

0 

20,000,000

280,000,000

300,000,000 0 0 300,000,000

17,014,435 4,257,432 1,432,420 19,839,447

17,014,435 4,257,432 1,432,420 19,839,447

317,014,435 4,257,432 1,432,420 319,839,447

 

(4) 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科  目 当期末残高 
（うち指定正味財

 産からの充当額）

（うち一般正味財 

 産からの充当額） 

（うち負債に 

 対応する額）

基本財産 

基本財産特定預金 

基本財産投資有価証券 

20,000,000

280,000,000

(20,000,000)

(280,000,000)

 

0 

0 

－

－

小計 300,000,000 (300,000,000) 0 －

特定資産 

退職給付引当資産 19,839,447 0

 

0 (19,839,447)

小計 19,839,447 0 0 (19,839,447)

合計 319,839,447 (300,000,000) 0 (19,839,447)

 

(5) 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高  

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物附属設備 

機械装置 

什器備品 

リース資産 

合計 

19,307,794

37,388,460

192,189,463

4,834,020

6,584,802 

27,066,536 

150,938,324 

4,189,484 

12,722,992

10,321,924

41,251,139

644,536

253,719,737 188,779,146 64,940,591

 



 
 

(6) 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

（単位：円） 

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益 

福岡市債2019年度第10回公債 

福岡市債2022年度第5回公債 

149,900,000

130,100,000

146,647,170 

128,785,990 

△3,252,830

△1,314,010

合 計 280,000,000 275,433,160 △4,566,840

 
 
 

(7) 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

補助金の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸借対照

表上の 

記載区分

国庫補助金等 国 0 29,625,400 29,625,400 0 － 

公益財団法人 

九州先端科学技術研究所 

運営事業 

福岡市 0 268,485,097 268,485,097 0 － 

エンジニアフレンドリー

シティ福岡事業 
福岡市 0 12,238,860 12,238,860 0 － 

AIエンジニア支援事業 福岡市 0 5,673,000 5,673,000 0 － 

福岡市中小企業等デジタ

ルトランスフォーメーシ

ョン促進事業 

福岡市 
0

12,290,993 12,290,993 0 － 

合 計 0 328,313,350 328,313,350 0  

 
 

(8) 契約金額が3億円以上の工事又は製造の請負の契約 

該当なし 

 

(9) 契約金額が4,000万円以上の不動産等の買入等の契約 

該当なし 

  



 
 

 

附属明細書 

 
 

１． 基本財産及び特定資産の明細 

財務諸表に対する注記(3)及び(4)に記載するとおりであるため、省略する。 

 
 

２． 引当金の明細 

 （単位：円） 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

固定負債 

退職給付引当金 

合計 

17,014,435 4,257,432 1,432,420 19,839,447

17,014,435 4,257,432 1,432,420 19,839,447

 
 
 
 

なお、令和４年度損益計算書（正味財産増減計算書）について、内容を補足すべき重

要な事項は存在しない。 

 


